
第５章　津波情報伝達方法
第１節　情報発信体制

現時点での地震・津波情報の主な発信・伝達経路は、図５－１のとおりである。
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概要

・デジタル式であり、地

域住民に対する避難情

報などを伝える「同報

系」と、自治体職員や

関係機関との連絡のた

めの「移動系」のどちら

にも利用可能である。

・人工衛星に直接アク

セスすることで、一般的

な携帯電話の電波が届

かないエリアでも通話

やデータ通信が可能な

電話である。

・気象・地震・津波情

報、災害時の避難勧

告・指示などの防災情

報について、大阪府が

メールで配信する。

・気象庁が配信する緊

急地震速報や地方公

共団体が発信する災

害・避難情報などを受

信することができる携帯

電話向けサービス。

・対象エリアにいる利用

者に限定して配信す

る。

メリット

・事業所内の放送設備

を使って倉庫・上屋内

設置のスピーカから放

送するため聞こえやす

い。

・建物の状況に左右さ

れずに情報伝達ができ

る。

・設置事業所間の相互

通信ができる。

・事業所内の放送設備

を使い倉庫・上屋内設

置のスピーカから放送

するため聞こえやすい。

・市と同時に同内容を

放送することができる。

・建物の状況に左右さ

れずに情報伝達ができ

る。

・地域内の多くの人に情報

伝達ができる。

・市と同時に同内容を放送

することができる。

・デジタル式であり、継

続して使用できる。

・グループ全員で相互

に通信可能である。

・移動しながらでも使用

可能である。

・端末は比較的安価で

ある。

・自治体での導入事例

あり。（大阪市等）

・電線を使った有線電

話（固定電話）や地上

の無線通信技術を用い

た携帯電話と比較し

て、通話可能地域が広

い。

・停電時に使用すること

ができる。

・登録が簡潔である。

・停電時に使用可能で

ある。

・一般のメールと異なり

回線混雑の影響を受け

にくい。

・大勢に同時送信され、

一瞬にして情報を共有

することができる。

・停電時に使用可能で

ある。

・特に申し込みは不要

である。

デメリット

・無線端末付近に従業

員・担当者が不在の場

合情報が伝わらない。

・通行人等事業所に関

わりのない屋外の人々

には情報が伝わらな

い。

・個別受信機付近に従

業員・担当者が不在の

場合情報が伝わらな

い。

・通行人等事業所に関

わりのない屋外の人々

には情報が伝わらな

い。

・緊急情報以外の一般

行政案内も放送される

ため、必要な情報を選

択して放送する必要が

ある。

・設置にあたっては電

波を受信可能かどうか

の電波伝搬調査が必

要となる。



・コンビナート地区に多い

障害物のため倉庫や上屋

内の作業者に放送が十分

に聞こえないおそれがあ

る。

・設置にあたっては電波を

受信可能かどうかの電波

伝搬調査が必要となる。

・回線数によって同時に

使用できる端末数が制

限される。

・月々の利用料が必要

である。

・費用が高額である。 ・通常の携帯電話の

サービスと同様に、通

信中および電波状態が

悪い場合などは受信で

きないことがある。



・通常の携帯電話の

サービスと同様に、通

信中および電波状態が

悪い場合などは受信で

きないことがある。

・現時点では、受信でき

る機種が限られてい

る。



総合評価

・拡声子局に比較して

安価である。

・情報伝達後の作業

者・従業員への連絡は

各事業所の体制によ

る。

・事業所からの相互通

信が可能なため、防災

用に利用できる。

・他と比較して安価であ

る。

・市からの一方向通信

(受信のみ)となる。

・情報伝達後の作業

者・従業員への連絡は

各事業所の体制によ

る。

・設置事業所間の相互

通信はできない。

・他と比較して高価であ

る。

・市からの一方向通信とな

る。

・一部の屋内作業者には

情報伝達が難しい。

・関係機関及び設置事

業所間の相互通信がで

きる。

・多方面で活用されて

おり、汎用性は高い。

・費用が高額であり、汎

用性が現在は低い。

・汎用性が高い。 ・汎用性が高い。

緊急速報メール



衛星電話 おおさか防災ネット ＭＣＡ無線


[image: image2.emf][image: image3.jpg]


[image: image4.jpg]



[image: image5.jpg]


[image: image6.jpg]


[image: image7.jpg]



[image: image8.jpg]


[image: image9.bmp][image: image10.png]


[image: image11.png]


[image: image12.png]





















①防災行政無線による情報発信
大阪府から各市町村に情報を提供し、各市町村からは同報系の市防災行政無線を利用して発信される。堺泉北臨海地区では、市消防からの防災放送を受信可能な防災相互通信用無線（防災機関が相互に情報交換を可能）による通信体制が整備されており、防災機関のほか、主に堺泉北臨海特別防災地区協議会に加入している事業所約40か所に無線端末が設置されている。
②携帯端末への情報発信
携帯端末等を活用する情報発信方法として、おおさか防災ネットがある。携帯メールアドレスを登録することで、府内に発表される気象警報、地震・津波情報、災害発生時に各市町村が出す避難勧告、交通・道路・ライフラインの運行稼働状況等の情報が携帯端末にメール配信される。
また、気象庁からの地震・津波情報等を直接携帯端末に配信するサービスも始まっている。

③テレビ、ラジオ、インターネットによる発信
気象庁（国）が観測した情報やそれに基づく注意報や警報等の発令情報は、テレビ、やラジオ等を通じて発信され多くの人々に伝達される。

テレビやラジオでは、行政機関の発信する情報以外にも、放送局等が独自に入手した各地の災害情報等、多様な情報が発信される。
第２節　情報入手方法

表５－１に地震・津波情報の入手方法と適応性評価を示す。
表５－１ : 地震・津波情報の入手方法と適応性評価
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第３節　情報伝達方法の充実
1 アンケート調査に基づく事業者の情報入手方法の現状

事業者による情報入手方法を把握するため、堺泉北臨海地区及び大阪北港地区の事業者を対象としたアンケート調査を実施した。その結果の概要を表５－２に示す。

堺泉北臨海特別防災地区協議会会員事業所では、約８割で防災無線を情報入手方法として利用していたが、その他の事業所では利用率は低かった。

また、全体的には、インターネット、テレビ、ラジオを主な情報入手方法とする事業所が多かった。

表５－２　情報入手方法（アンケート調査（平成23年10月実施）による）
【堺泉北臨海地区における各情報入手方法の利用率（事業所数の割合）】

	
	防災無線
	インターネット
	テレビ
	ラジオ

	1 特防協*1
	83％
	88％
	88％
	71％

	2 その他

施設有*2
施設無*3
	8％

3％
	88％

70％
	79％

53％
	53％

53％


備考

・*1：堺泉北臨海特別防災地区協議会会員事業所（各事業所とも危険物施設又は高圧ガス施設の何れかを有する）〔回答事業所数：41〕

・*2：①以外の事業所で、危険物施設又は高圧ガス施設を有する事業所〔回答事業所数：135〕

・*3：①以外の事業所で、危険物施設又は高圧ガス施設の何れも有しない事業所〔回答事業所数：85〕

【大阪北港地区における各情報入手方法の利用率（事業所数の割合）】

	
	防災無線
	インターネット
	テレビ
	ラジオ

	1 防災協*1
	6％
	100％
	100％
	81％

	2 その他

施設有*2
施設無*3
	5％

0％
	86％

56％
	76％

33％
	38％

33％


備考

・*1：大阪北港地区防災協議会会員事業所（各事業所とも危険物施設又は高圧ガス施設の何れかを有する）〔回答事業所数：16〕
・*2：①以外の事業所で、危険物施設又は高圧ガス施設を有する事業所〔回答事業所数：22〕

・*3：①以外の事業所で、危険物施設又は高圧ガス施設の何れも有しない事業所〔回答事業所数：9〕

2 最近の動向

事業所が地震・津波情報や避難・災害情報を入手する方法としては、テレビ、ラジオ、インターネットを通じた覚知が多くなっている。この方法は、機器が浸水した場合や停電時に利用できないことが想定されるため、機器の設置場所の再検討や非常用電源設備の設置が必要である。

一方、携帯端末を利用する入手方法として、「おおさか防災ネット」に、平成24年２月末時点で約６万７千の端末が登録され、防災情報メールを受信している。また、各携帯電話会社が始めている緊急速報メールのサービスは、スマートフォンをはじめ多くの機種で利用可能になっている。これらの携帯端末は停電時でも利用でき、登録や設定も容易であるため、入手方法の多重化として導入すべきである。

（参考）おおさか防災ネットの防災情報メール登録について

「touroku＠osaka-bousai.net」で、空メールを送信する方法で手続きを行うことができる。登録料は無料。ただし、メール受信にかかる通信料は必要。
3 相互系の防災通信用無線の整備

本計画では、津波の高さを従来の２倍に想定した結果、津波による浸水が防潮堤の内陸側まで及ぶこととなり、特別防災区域では自社内一時避難所に避難する従業員等が多数生じること、危険物施設の被害による二次災害の発生確率が高まることなどが見込まれる。

こうした中で、特別防災区域内の事業所には、相互系の防災通信用無線の整備が望まれるところである。各事業所では、地震・津波情報の即時入手により、初動体制の迅速化や被害の軽減が可能になるとともに、特別防災区域内での災害や事故の発生状況を発信することにより、他の事業所の従業員の避難経路の選定等にも役立ち、また自社内一時避難所における救助要請等の連絡を速やかに行うことも可能となる。

堺泉北臨海地区では、既に相互に情報交換が可能な防災相互通信用無線が利用されており、大阪北港地区においても同様の通信手段の確保が望ましく、今後の防災相互通信用無線のデジタル化などの状況や、各自治体での状況を踏まえ、関係機関と検討協議を行う必要がある。
（参考）堺泉北臨海地区における防災無線（相互系）の概要
・発足年：昭和59年1月
・団体名：堺泉北地域防災相互無線協議会
・代表者：堺市危機管理室長

・目　的：石油コンビナート災害及び防災対策用
・構成員：大阪府、堺市、高石市、泉大津市、堺市消防、泉大津市消防、警察、海上保安署、関西電力㈱、大阪ガス㈱、各市防災会議、堺泉北臨海特別防災地区協議会　等
・基地局：堺市、高石市、泉大津市、堺市消防、泉大津市消防

・無線設置数：各機関（企業）に68局を整備
第６章　今後の課題

（１）新たな知見等に基づく本計画の見直し
今回の見直しでは、暫定的に津波の高さを従来の２倍に想定し、その浸水区域の拡大に伴う避難計画の策定の必要性・緊急性を事業者に対し提示したところである。
今後、中央防災会議の検討結果等の新たな知見や大阪府で実施する危険物施設等の被害想定調査（平成24年度実施予定）結果を踏まえ、本計画の必要な見直しを行う。
（２）ハード面での地震・津波対策の推進

現在、国においては、東日本大震災の教訓を踏まえ、地震・津波対策としての緊急遮断弁の設置基準の拡大など施設整備に関する規制強化が検討されている。
今後、関係法令等の改正が予定されており、これに基づき府は事業所への周知・指導の徹底を図っていく。
（３）一時避難所の十分な確保

関西国際空港地区と岬地区を除き、特別防災区域内での一時避難所が不足している状況であり、各地区の事業所は、避難対象者を十分に収容できる一時避難所の確保に取組む。
具体的には次の取り組みを行う。
　　　①大阪府は、今後とも継続して特別防災区域内の事業所等に対し、本計画の周知・啓発を行い、各事業者の避難計画策定を支援する。
　　　②自社内に一時避難所を確保できない事業所は、近隣の事業所間での避難協定を締結するなどにより一時避難所を確保する。
　　　③大阪府は、高架道路施設や鉄道の高架駅舎等を一時避難所として利用できるよう関係機関との協議を進めていく。
（４）二次的な行動に関する検討

　　　　本計画は、主として津波襲来直後の施設の緊急停止や一時避難所までの避難の方針を定めているが、今後、一時避難所との情報伝達や、一時避難所からの更なる移動等に関する検討を進める。

具体的な検討項目は次のとおりである。

・津波警報等発令時における一時避難所等での病人やけが人の救出、救護
・一時避難所からの安全な移動
（５）情報伝達体制の強化
これまでの情報伝達は防災機関から事業所への一方通行が主体となっており、現時点でも防災相互通信用無線等の通信体制が未整備の事業所が多い。

今後、津波による浸水区域や被害の拡大に備え、事業所間もしくは事業所から防災機関への情報発信が重要となってくるため、事業所は防災機関と協議し、相互に通信できる方法の導入について検討を行う。
なお検討にあたっては、デジタル化等、今後の総務省等の方針に留意して進める。

（６）特別防災区域の指定範囲の見直しに係る検討

土地利用の変遷に伴い、集客施設が立地するなど本来の特別防災区域とは異なる土地利用形態となっている区画もあることから、今後、特別防災区域の指定範囲の見直しについて検討する。
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図５－１　地震・津波情報発信・伝達経路図
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